
運営基準に基づく
計画・指針と研修・訓練

【全サービス共通】

2 0 2 5年3月 神⼾市福祉局監査指導部（指導担当）

１ 運営基準とは
２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、
研修・訓練の実施

３ 具体的・効果的な研修・訓練の工夫



１ 運営基準とは
「運営基準」とは、介護保険法に基づいて厚生労働省が発出
する省令などを指し、介護保険に基づく事業を運営する事業
者が、遵守しなければならないルールです。

運営基準には、人員・設備・運営に関する項目があり、これ
らを遵守できていない場合は減算や指定取消などのペナル
ティが課せられることになります。
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法令等の構造

運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

１ 運営基準とは

法律
政令
省令
告示
通知

事務連絡、Q&A

介護保険法
介護保険法施行令
介護保険法施行規則、「指定居宅サービス等の事業の人員、
設備及び運営に関する基準」 など
厚生労働大臣が定める基準、「指定地域密着型サービス
に要する費用の額の算定に関する基準」 など

厚生労働省部局通知 など

こ
こ
ま
で
が
「
法
令
」
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１ 運営基準とは



２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、
研修・訓練の実施

（１）業務継続計画（感染症・災害）
（２）非常災害対策
（３）感染症予防及びまん延防止
（４）身体的拘束適正化
（５）高齢者虐待防止
（６）事故発生の防止及び発生時対応*

*指針の整備等の措置は施設系サービスのみ

施設・事業所ごとに
実施が義務付けられて

います！
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（１）業務継続計画（感染症・災害）

業務継続計画（Business Continuity Planning）とは、
感染症や非常災害の発生時において、
①利用者に対するサービスの提供を継続的に実施する
ための、及び

②非常時の体制で早期の業務再開を図る
ための計画

運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施

業務継続計画（BCP）とは
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介護サービス事業所における業務継続計画の重要性

感染症や災害の発生により、利用者に適切なサービスを提
供できなくなる

→入所者・利用者の健康・身体・生命の維持に重大な影響を
及ぼす（発災当日から）

運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施

早期の事業復旧が不可欠 あらかじめ計画を作り、
発生に備える
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介護サービス事業所における業務継続計画の重要性
 災害と新型コロナウイルス感染者の発生後業務量の時間的経過に伴う変化
（厚生労働省：介護施設・事業所における業務継続ガイドライン）

運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施

自然災害が発生すると、インフラ停止などによる通常業務の休止や、避難誘導・安否確認などによる
災害時業務の発生のため、通常の業務量が急減する。

大規模災害の場合、医療・介護事
業の回復が遅れると、災害関連死
の増加につながる。

（関連死/直接死）
・阪神淡路大震災 919/  5,483
・東日本大震災 3,775/15,899
・熊本地震 218/      50
・能登半島地震 287/    228
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介護サービス事業所における業務継続計画の重要性
 災害と新型コロナウイルス感染者の発生後業務量の時間的経過に伴う変化
（厚生労働省：介護施設・事業所における業務継続ガイドライン）

運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施

感染症では感染により従業者が減っても
通常業務が急減することはなく、むしろ
感染対策等の業務が一時的に増加し、そ
の後対応可能な業務量が徐々に減少して
いくものと想定される。

職員不足時においては健康・身体・生命
を守る機能を優先的に維持しつつ、感染
者（感染疑いを含む）が施設・事業所内
で発生した場合においても、サービス提
供を継続させることが目的となる。
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運営基準上の業務継続計画（BCP）策定義務

義務化の内容
１．事業者は、感染症や非常災害の発生時において、サービスの提供
を継続的に実施及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画
（業務継続計画）を策定し、計画に従って必要な措置を講じること
２．事業者は、従業者に対し業務継続計画を周知し、
研修と訓練を定期的に実施すること
３．事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、
必要に応じて業務継続計画の変更を行うこと

運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施

次ページから
ポイント解説！
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③措置には、非常時の体制（班編成や役割分担など）、備蓄品の確保（感染対
策用資器材・飲料水・非常食など）などのソフト対策のほか、建物の耐震化、
消火設備や非常用発電設備の整備などのハード対策などが含まれる

運営基準上の業務継続計画（BCP）策定義務

１．事業者は、感染症や非常災害の発生時において、サービス
の提供を継続的に実施及び非常時の体制で早期の業務再開を
図るための計画（業務継続計画）を策定し、計画に従って必要
な措置を講じること

２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施

①計画は「感染症編」「非常災害編」の２つ作成する

②計画には、平時の準備と、発生時に優先する業務、
平時の状態に戻すプロセスなどを盛り込む
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運営基準上の業務継続計画（BCP）策定義務

２．事業者は、従業者に対し業務継続計画を周知し、研修と
訓練を定期的に実施すること

運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施

①回覧のサインなど、客観的に分かる形で全従業者に周知すること

③「感染症」「非常災害」それぞれの
計画ごとに「研修」と「訓練」の両方
の実施が必要

②訓練はシミュレーションが原則である
ことから、研修とは明確に分けること
（同日に続けて実施するのはOK）
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運営基準上の業務継続計画（BCP）策定義務

３．事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要
に応じて業務継続計画の変更を行うこと

運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

１ 業務継続計画の策定

③訓練の実施ごとに検証を行い、修正を加えていく
こと（PDCAサイクルの実施）
また、従業者の異動ごとに体制を再確認、見直しを
行うこと

①初回作成年月日、改定ごとに改定年月日を記載すること

②義務化以降も策定して
いなければ減算対象とな
るので注意！
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運営基準上の業務継続計画（BCP）策定義務
★業務継続計画の具体的記載内容（解釈通知）★
 感染症に係る業務継続計画の場合
①平時からの備え（体制構築・整備、感染症防止に向けた
取組の実施、備蓄品の確保等）
②初動対応
③感染拡大防止体制の確立（保健所との連携、
濃厚接触者への対応、関係者との情報共有等）

運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施

 災害に係る業務継続計画の場合
①平常時の対応（建物・設備の安全対策、電気・水道等の
ライフラインが停止した場合の対策、必要品の備蓄等）
②緊急時の対応（業務継続計画発動基準、対応体制等）
③他施設及び地域との連携
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「研修」と「訓練」の実施

運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 他の運営基準項目との関係

計画策定 研修 訓練 計画変更
感染症BCP 要

※未策定減算対象
年２回or
年１回以上
+新採時

年２回or
年１回以上

記録要

災害BCP 要
※未策定減算対象

年２回or
年１回以上
+新採時

年２回or
年１回以上

記録要

「年２回以上」とある場合、感染症（研修・訓練）、災害（研修・訓練）
を、それぞれ２回ずつ実施しなければならない
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 業務継続計画（BCP）では研修と訓練の実施も義務化
①感染症BC Pの研修
②感染症BC Pの訓練
③災害BC Pの研修
④災害BC Pの訓練

※上記４種類をしっかり分けて実施し記録すること
※全従事者を対象に実施すること
※「研修」では、業務継続計画の具体的内容の共有、平常時の対応の必要性や緊急
時の対応に係る理解の励行を行う
※「訓練」では、業務継続計画に基づき、事業所内の役割分担の確認、感染症や災
害が発生した場合に実践するケアの演習等シミュレーションを行う

「研修」と「訓練」の実施

運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 他の運営基準項目との関係



|  0 1 7

「研修」と「訓練」の実施

運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 他の運営基準項目との関係

 運営指導でよく見られる点
①「感染症」「非常災害」の片方しか実施できていない
②「研修」と「訓練」のどちらかしか実施できていない
③全従業者が参加していない（欠席者に説明等をしていない）
④法人内で合同で実施しているが、全従業者が参加していない
⑤規定の回数実施できていない
⑥内容の理解度を確認するプロセスがない
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（２）非常災害対策

非常災害対策は、
①消火設備その他必要な設備の設置 *施設系サービスのみ

②非常災害に関する具体的計画の策定
③非常災害時の関係機関への通報及び連携体制の整備
④②③の定期的な従業者への周知
⑤定期的な避難、救出その他必要な訓練の実施
⑥訓練の実施に当たって、地域住⺠の参加が得られるよう連携

運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施
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事業所の立地から注意すべき災害を確認する

運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施

 非常災害計画を策定する際は、
火災・地震（津波）・風水害
を想定すること。
 風水害では、まず事業所の
立地から注意すべき災害
（洪水、土砂災害など）を
ハザードマップで確認し、
警戒区域等に入っている場合には特に対策を講じる必要がある。
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実効性のある訓練を実施する
過去の地震や豪雨災害では、特別養護老人ホームの入居者の避難が遅れ、
多数亡くなるという痛ましい被害が発生

運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施

居宅サービスであっても、もしものときに速やかに行動できるよう、実効
性のある訓練を実施

地域住⺠の協⼒や消防署の指導など
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２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施

（３）感染症（食中毒）予防及びまん延防止
感染症の予防及びまん延の防止は、「衛生管理等」
の条文の中に規定
（施設系サービスでは食中毒の予防も含まれる）

①委員会の定期的な開催
②指針の整備
③従業者に対する研修・訓練の定期的な実施
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２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施
①感染症予防及びまん延防止のための対策を検討する委員会
委員会で協議する内容
委員会は３月に１回以上/６月に１回以上*開催する

*サービスによって異なる
・事業所における感染課題を明確にし、問題意識を
共有・解決する

・感染対策の方針・計画を定める
・感染予防に関する決定事項や具体的対策を事業所
全体に周知する

など
※委員会の決定事項や具体的対策は従業者全員に周知し、周知した記録を残すこと
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２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施
②感染症の予防及びまん延の防止のための指針
指針に盛り込む内容
ⅰ 平常時の対策
事業所内の衛生管理（環境の整備等）
ケアに係る感染対策（手洗い、標準的な予防策等）

ⅱ 発生時の対応
発生状況の把握
感染拡大の防止
医療機関や保健所等関係機関との連携、連絡体制
行政等への報告
事業所内の連絡体制

など
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２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施
③感染症の予防及びまん延の防止のための研修・訓練
研修の内容
・感染対策の基礎的内容
・施設・事業所における衛生管理の徹底
・衛生的なケアの励行
訓練の内容
・施設・事業所内での役割分担の確認
・感染対策をした上でのケアの演習
など
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 全てのサービスにおいて、利用者または他の利用者等の生命・身体を保
護するために緊急やむを得ない場合を除き、身体的拘束等は禁止

 さらに施設系サービス、一部の居宅系サービスにおいては、
身体的拘束等の適正化を図るための措置として、
①委員会の定期的な開催
②指針の整備
③従業者に対する研修の定期的な実施

が義務付けられている
運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施

（４）身体的拘束適正化
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２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施

措置の対象となるサービス
施設系サービス 居宅系サービス
短期入所生活介護 小規模多機能型居宅介護
短期入所療養介護 認知症対応型共同生活介護
特定施設入居者生活介護 看護小規模多機能型居宅介護
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入居者生活介護
介護老人福祉施設
介護老人保健施設
介護医療院
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２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施
①身体的拘束等の適正化のための対策を検討する委員会
委員会は、３月に１回以上開催し、以下の内容について検討

イ 報告様式の整備
ロ 従業者は発生ごとにその状況、背景等を記録し、
イ様式に従って報告すること

ハ ロによって報告された事例の集計、分析
ニ 発生時の状況等を分析し、発生原因、結果等を
とりまとめ、事例の適正性と適正化策を検討すること

ホ 報告された事例及び分析結果を従業者に周知徹底すること
へ 適正化を講じた後にその効果について評価すること

など
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２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施
②身体的拘束等の適正化を図るための指針
指針に盛り込む内容
イ 施設・事業所における身体的拘束等の適正化に関する基本的考え方
ロ 身体的拘束等適正化検討委員会その他施設・事業所内の組織に関す
る事項

ハ 身体的拘束等の適正化のための職員研修に関する基本方針
ニ 施設・事業所内で発生した身体的拘束等の報告方法等のための方策
に関する基本方針

ホ 身体的拘束等発生時の対応に関する基本方針
ヘ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針
ト その他身体的拘束等の適正化の推進のために必要な基本方針



|  0 2 9運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施
③身体的拘束等の適正化のための研修
研修の内容
・身体的拘束等の適正化の基礎的内容等の適切な知識を啓発
・指針に基づいた適正化の徹底

研修の時期
・指針に基づき研修プログラムを作成、実施（年２回以上必須）
・新規採用時に実施（必須）
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 全てのサービスにおいて、高齢者虐待防止のための措置として、
①委員会の定期的な開催
②指針の整備
③従業者に対する研修の定期的な実施
④①〜③を適切に実施するための担当者の配置

が義務付けられている
※①〜④全て実施していなければ減算対象

運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施

（５）高齢者虐待防止
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２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施
①虐待の防止のための対策を検討する委員会
委員会は、定期的に開催し、以下の内容について検討
イ 虐待防止検討委員会その他施設・事業所内の組織に関すること
ロ 虐待の防止のための指針の整備に関すること
ハ 虐待の防止のための職員研修の内容に関すること
ニ 虐待等について、従業者が相談・報告できる体制整備に関すること
ホ 従業者が高齢者虐待を把握した場合に市町村への通報が迅速かつ
適切に行われるための方法に関すること

へ 虐待等が発生した場合、その発生原因等の分析から得られる再発の確実な防止策
に関すること

ト 前号の再発の防止策を講じた際に、その効果についての評価に関すること



|  0 3 2運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施
②虐待の防止のための指針
指針に盛り込む項目
イ 施設・事業所における虐待の防止に関する基本的考え方
ロ 虐待防止検討委員会その他施設・事業所内の組織に関する事項
ハ 虐待の防止のための職員研修に関する基本方針
ニ 虐待等が発生した場合の対応方法に関する基本方針
ホ 虐待等が発生した場合の相談・報告体制に関する事項
ヘ 成年後見制度の利用支援に関する事項
ト 虐待等に係る苦情解決方法に関する事項
チ 利用者等に対する当該指針の閲覧に関する事項
リ その他虐待の防止の推進のために必要な事項
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２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施
③虐待の防止のための研修
研修の内容
・虐待等の防止のための基礎的内容等の適切な知識の普及・啓発
・指針に基づいた虐待防止の徹底
研修の時期
・指針に基づき研修プログラムを作成、実施（年２回以上*必須）
・新規採用時に実施（必須）

④担当者の配置
虐待の防止のための措置（①〜③）を適切に実施するための
担当者を置く

*認知症対応型共同生活介護以外の
居宅系サービスは年１回以上

神⼾市ホームページより
「施設・事業所における人権の擁護及び高齢者虐待
防止研修の実施について（ガイドライン）」を参照
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 施設系サービス *において、事故発生防止及び発生時のための措置として、
①指針の整備
②発生時における報告と改善策の周知徹底の体制の整備
③委員会の定期的な開催
④従業者に対する研修の定期的な実施
⑤①〜④を適切に実施するための担当者の配置

が義務付けられている
※①〜⑤全て実施していなければ減算対象

運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施

（６）事故発生の防止及び発生時対応

*短期入所生活介護、短期入所療養介護、特定施設入居者生活介護 以外
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２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施
①事故発生の防止のための指針
指針に盛り込む項目
イ 施設における介護事故の防止に関する基本的考え方
ロ 介護事故の防止のための委員会その他施設内の組織に関する事項
ハ 介護事故の防止のための職員研修に関する基本方針
ニ 施設内で発生した介護事故、ヒヤリハット事例等の報告方法等の介
護に係る安全の確保を目的とした改善のための方策に関する基本方針

ホ 介護事故等発生時の対応に関する基本方針
ヘ 入所者等に対する当該指針の閲覧に関する基本方針
ト その他介護事故等の発生の防止の推進のために必要な基本方針



|  0 3 6運営基準に基づく計画・指針と研修・訓練

２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施
②事実の報告及びその分析を通じた改善策の職員に対する
周知徹底
イ 介護事故等について報告するための様式を整備すること
ロ 介護職員その他の従事者は、介護事故等の発生ごとにその状況、背景等を記録
するとともに、イの様式に従い、介護事故等について報告すること

ハ 事故発生の防止のための委員会においてロにより報告された事例を集計し、
分析すること

ニ 事例の分析に当たっては、介護事故等の発生時の状況等を分析し、介護事故等
の発生原因、結果等をとりまとめ、防止策を検討すること

ホ 報告された事例及び分析結果を従事者に周知徹底すること
ヘ 防止策を講じた後に、その効果について評価すること
など
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２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施
③事故防止検討委員会
定期的に開催し、介護事故発生の防止及び再発防止のための対策を検討する
④従業者に対する研修の定期的な実施
研修の内容
・事故発生防止のための基礎的内容等の適切な知識の普及・啓発
・指針に基づいた安全管理の徹底
研修の時期
・指針に基づき研修プログラムを作成、実施（年２回以上必須）
・新規採用時に実施（必須）
⑤担当者の配置
事故発生防止等の措置（①〜④）を適切に実施するための担当者を置く
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２ 計画の策定・指針の整備、委員会の開催、研修・訓練の実施



３ 具体的・効果的な研修・訓練の工夫
業務継続計画（災害）

近い内容のものは
組み合わせて実施すると

理解しやすい！

非常災害対策

業務継続計画（感染症）感染症予防及びまん延防止
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（１）業務継続計画（災害）＋非常災害対策

業務継続計画の策定と実践

３ 具体的・効果的な研修・訓練の工夫

業務継続計画（災害） 非常災害対策
研
修

①平常時の対応（建物・設備の安全対
策、電気・水道等のライフラインが停
止した場合の対策、必要品の備蓄等）
②緊急時の対応（業務継続計画発動基
準、対応体制等）
③他施設及び地域との連携

火災、風水害、地震等の災害への具体
的対応（消防への通報、消火、救出、
避難についての手順の確認）

訓
練

人員、物資の不足、ライフライン停止
の場合の対応、優先業務への対応、平
常時の状態に戻すまでの期間設定など

消防への通報、消火、救出、避難訓練
など

※どちらの内容も盛り込まれていなければ一体的に実施したとはいえない
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（２）業務継続計画（感染症）＋感染症の予防及びまん延の防止

業務継続計画の策定と実践

３ 具体的・効果的な研修・訓練の工夫

業務継続計画（感染症） 感染症の予防及びまん延の防止
研
修

①平時からの備え（体制構築・整備、
感染症防止に向けた取組の実施、備蓄
品の確保等）
②初動対応
③感染拡大防止体制の確立（保健所と
の連携、濃厚接触者への対応、関係者
との情報共有等）

感染対策の基礎的内容等の適切な知識
の啓発、指針に基づいた衛生管理の徹
底、衛生的ケアの励行など

訓
練

従業者の感染等により通常の人員体制
では不足する場合を想定し、優先業務
への対応、平常時業務に戻すまでの期
間設定など

事業所内の役割分担の確認や
感染対策をした上でのケアの演習など

※どちらの内容も盛り込まれていなければ一体的に実施したとはいえない



ご視聴ありがとうございました。
引き続き各動画・ホームページに掲載の資料をご確認
ください。


